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部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

総 務 部 私立学校助成費 7,019,658

� 私立学校経

常費補助

4,738,854 補助金交付先 学校法人等

補助単価 (園児・生徒一人当たり)

中学校 301,487円

高等学校 316,384円

幼稚園

学校法人 171,219円

学校法人以外 64,951円

専修学校及び各種学校

学校法人 27,196円

学校法人以外 12,299円

� 私立学校教

職員退職金財

団財政健全化

対策支援事業

費補助

70,000 私立学校教職員退職金財団の財政健全化対策

の実施による加入学校法人の負担軽減に対する

補助

補助金交付先 県私立学校教職員退職金

財団

補 助 率 定額

� 私立幼稚園

特別支援教育

費補助

49,392 心身障害児教育を行う幼稚園の運営費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額 (国１２､ 県
１
２)

� 私立高等学

校等就学支援

事業費

1,638,562 家庭の教育費負担を軽減するため､ 私立高校

等の生徒に係る授業料を軽減するのに要する経

費

�私立高等学校等就学支援金交付金

1,635,326

交付金交付先 学校法人

交 付 率 定額 (国1010)

交付対象及び交付単価

�県事務費 3,236
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交 付 対 象 交付単価 (月額)

年収250万円未満程度の世帯 19,800円

年収250万～350万円未満程度の世帯 14,850円

年収350万円程度以上の世帯 9,900円



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

� 私立高等学

校等就学支援

費補助

177,682 私立高校等の生徒に係る授業料と私立高等学

校等就学支援金交付金の差額部分のうち､ 一定

額を軽減するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補助対象及び補助単価

� 特色教育支

援経費補助

141,983 生徒指導の充実､ 預かり保育事業等､ 私立学

校における特色ある教育の推進に要する経費に

対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額 (国１２､ 県
１
２)

� 私立幼稚園

研修事業費補

助 (新規)

800 幼児教育を取り巻く環境の変化や国における

幼保一体化の議論等に対する認識を高めるため

の教職員・父母等研修の実施に要する経費に対

する補助

補助金交付先 県私立幼稚園連合会

補 助 率 １
２

� 私立学校振

興活動費補助

1,100 私立学校の経営研究及び私立学校教職員向け

の研修会の開催等に要する経費に対する補助

補助金交付先 県私学協会

補 助 率 定額

� 私立幼稚園

子育て支援等

推進事業費

201,285 私立幼稚園における子育て支援､ 預かり保育

等の取組みを促進するため､ 雇用対策の観点も

踏まえ､ 園内に短期の補助員を配置するのに要

する経費

納税者サービス拡

充事業費 (新規)

9,735 納税者の利便性向上を図るため､ コンビニ収

納の対象税目の拡大やパソコン・携帯電話等を

利用した自動車税のクレジット収納を導入する

のに要する経費

創意と工夫が光る

元気なあおもりづ

くり支援事業費補

助

200,000 地域の特性を活かした地域づくりのため､ 市

町村が自主的､ 自発的に創意工夫して実施する

事業に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村
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補 助 対 象 補助単価 (月額)

年収250万円未満程度の世帯 4,950円

年収250万～350万円未満程度の世帯 2,470円

家計急変世帯 7,420～14,850円



部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

補 助 率 通常事業 ２
３､

１
２､

１
３

(財政力によ

り区分)

連携事業 ２
３

特認事業 ２
３

補 助 限 度 額 通常事業 3,000 (平成21

年４月以降に

合併した市町

村は5,000)

連携事業 通常事業と同

特認事業 10,000

災害に強いまちづ

くり・ひとづくり

事業費 (新規)

5,300 地域住民の防災意識の向上による主体的な活

動を促すため､ 市町村と連携し､ 地域防災活動

に取り組むリーダーの育成や教材ＤＶＤの作成

を行うのに要する経費

八甲田山中火山性

ガス遭難事故再発

防止対策事業費

(新規)

750 八甲田山中で発生した死亡遭難事故の現場周

辺で確認された火山性ガスの危険性について注

意喚起するため､ 関係機関との共同により看板

を設置するのに要する経費

総 務 部

環境生活部

健康福祉部

商工労働部

農林水産部

県土整備部

警 察 本 部

教育委員会

選 挙 管 理

委 員 会

庁舎等利用調整及

び職員公舎集約・

共同利用事業費

665,165 県有不動産利活用推進会議における検討結果

に基づき､ 廃止庁舎の売却､ 庁舎等の利用調整､

職員公舎の集約・共同利用等を行うのに要する

経費

選 挙 管 理

委 員 会

県議会議員選挙費 662,455 平成23年４月29日に任期満了となる県議会議

員の選挙に要する経費

知事選挙費 709,204 平成23年６月28日に任期満了となる知事の選

挙に要する経費

企画政策部 地域から創る元気

青森推進事業費

19,251 地域県民局において各地域の特定課題を検討

するため､ 県､ 市町村及び地域住民等で構成さ

れる地域活性化協議会の運営並びに施策の企画･

立案及び総合調整に要する経費
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